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第１章　「同一労働同一賃金」問題の背景と課題

１.  日本の賃金体系と同一労働同一賃金

　「同一労働同一賃金」── この問題は、人事にとどまらず経営その
もの、さらには日本経済にも大きな影響を与えるとても大きなテーマ
です。
　同一労働同一賃金を実現するということは、別の言い方をすれば、
これまでの年功賃金や職能給といった「ヒト基準の賃金」を見直して、
「仕事基準の賃金」をいかに実現していくかということです。もっと
専門的な用語で言えば、「職務給」という欧米型の賃金の仕組みをど
のように日本の実情に合った形で応用し、実現していくかということ
が課題となります。
　では、その同一労働同一賃金というテーマがなぜ日本で議論される
ようになったのか、その背景から説明します。
　日本の賃金体系の特徴は、周知のとおり年功序列的に上昇していく
傾向が強いことが挙げられます。そのため、多くの日本企業は同一労
働同一賃金とは程遠い賃金の決め方をしています。同じ仕事をしてい
るのに年上の社員の方の給料が高かったり、若いというだけで賃金が
低く抑えられていたり、また、仕事や会社への貢献度は違っていても
同じ世代の賃金水準は同程度だったりということはよくみられます。
　このように、日本の賃金体系は、同一労働同一賃金とかなり距離が
ありますが、これをいかに欧米型の「職務給」的なものに近づけてい
くかということが、大きなテーマとして企業に突きつけられています。
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１.  日本の賃金体系と同一労働同一賃金

● 日本における職務給導入の歴史

　振り返ってみると、日本の賃金制度の歴史の中で、職務給がテーマ
になったことは、今回を含めて４回あります。
　１回目は、ＧＨＱ（連合国軍総司令部）が戦後、日本を占領統治下
に置いて、日本の産業の近代化を進めたときにさかのぼります。ＧＨ
Ｑは、日本の賃金の決め方は非常に「ダーティ」であると表現しまし
た。ダーティというのは、仕事に準拠していない、不合理なものであ
るという意味です。ＧＨＱ当局は、これを何とか合理的なものにしな
くてはならないという使命感もあったのでしょう。当時の労働省に指
示を出したり、財界人を集めてセミナーを開いたりして、「職務給と
いうのはこういうものなのだ」、「こういうふうに実現しなさい」とい
うことを盛んに指導しました。
　当時、人事院に弥

やとみ

富賢
けん し

之さんという方がおられました。弥富氏は公
務員の給与体系に何とか職務給を実現しなくてはならないという使命
感から、職務給の仕組みを勉強し、公務員の職務分析を行い、職務給
の仕組みの企画立案をされていました。この弥富氏は後に賃金管理研
究所を創設され、筆者もそこで直接の薫陶を受けました。
　日本の公務員の給与体系は、昔の「一般職の職員の給与に関する法
律」（給与法）を読むとわかりますが、もともと同一の雇用条件で同
一の職級に属する職位または職について、同一の幅の俸給を支給する
という「職階制」に基づくとされていました（公務員の職階制は能力
等級制の導入によって2009（平成21）年４月１日に廃止されました）。
つまり公務員の賃金は職務給的な考え方で決めるということが明記さ
れていたのです。
　しかし実際には、職階制は一度も導入されることなく、職務給も根
づかず、その実態は年功賃金の俸給表に変質してしまいました。
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第１章　「同一労働同一賃金」問題の背景と課題

　こうして１回目の職務給導入の取組みは頓挫したのです。それほど
日本の年功賃金の慣習は非常に根強いものがあったと言えるでしょう。

● 高度経済成長時代にも導入の機運

　２回目の職務給導入の動きは、高度経済成長期のピークが過ぎた
1960年代に起きたものです。成長率がやや鈍化する中で、鉄鋼や電機
各社が国際競争力を保ち、輸出を伸ばしていくためには、賃金体系を
合理的なものにしなければならないという機運が高まった時期であり、
職務給が部分的に導入されました。
　これは全面的に職務給に切り替えるという発想ではなく、賃金の一
部に職務給を導入しようということで、何とか日本的な賃金体系と職
務給を両立させられないかと取り組んだものであり、その名残は今で
も鉄鋼や電機の一部のメーカーなどに残っています。しかし、本格的
な職務給の導入には至りませんでした。

● バブル崩壊で成果給導入が浸透

　３回目の職務給導入の機運は、バブル経済が崩壊してゼロ成長・デ
フレ経済への対応を余儀なくされ、社員の保有能力や潜在能力で賃金
を決める「職能給」が行き詰まり、成果主義人事制度への動きが出て
きた1990年代です。アメリカの大手システム会社やコンサルタント会
社が、職務給を本格的に導入すべきである、と成果主義とともに売り
込んできたわけです。
　当時、成果主義を導入した著名な例としては武田薬品工業株式会社
や富士通株式会社などが挙げられます。成果主義が一時的なブームに
なる中で、この動きに追随する企業も相当数ありましたが、短期的な
成果志向に陥ったり、行き過ぎたノルマ管理に陥ったりして社員のモ
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１.  日本の賃金体系と同一労働同一賃金

チベーションが下がり、かえって業績が低下するなどの弊害が表面化
するようになりました。
　結果として、成果主義も中堅・中小企業や大企業の大部分に波及す
るまでには至りませんでした。

● ４回目の機運は同一労働同一賃金の動きから

　そして、４回目の機運が今回の同一労働同一賃金の議論になります
が、これまでの動きと今回の動きとでは決定的に異なるところがあり
ます。それは、グローバリゼーションの進展です。日本的な経営が一
国内だけで自己完結できなくなり、グローバルな市場経済や欧米的な
企業マネジメントを意識した経営をせざるを得ない企業が増えていま
す。いわば経営的な理由から、真剣に職務給というものを検討しなけ
ればならない企業が出始めているのです。
　他方では、成果主義人事制度に対する反省から、職務給を日本的な
ものに改善・改良した新しい仕事基準の賃金体系である「役割給」と
いう賃金制度が次第に普及してきています。
　同一労働同一賃金をどのように捉え、どのように対応すべきか、本
書ではこの役割給の観点を重視して解説します。
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